
 

〔平成２１年度 第１回 千葉県後期高齢者医療懇談会〕 

 
日 時：平成２１年７月２４日（金） 午後３時から 
場 所：千葉県後期高齢者医療広域連合事務局内 

 

次  第 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

 

（１） 制度の施行状況について  

 

（２） 平成２１年度保険料の軽減措置について 

 

（３） 被保険者証年度更新について 

 

（４） 保健事業について 

 

（５） 広報計画について 

 

（６）  その他 

 

３ 閉 会 
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２ 平成２１年度保険料の軽減措置について 

 

（１）所得が少ない方に対する軽減 

  ○被保険者均等割額の軽減 

 区 分 基 準 と な る 所 得 金 額 

均等割の９割

軽減 

世帯主と被保険者の総所得金額等の合計が３３万円以下で、

被保険者全員が年金収入８０万円以下で他の所得がない世帯

の被保険者 

均等割の８．５

割軽減 

世帯主と被保険者の総所得金額等の合計が３３万円以下の

世帯の被保険者 

均等割の５割

軽減 

世帯主と被保険者の総所得金額等が（基礎控除額３３万円＋

２４万５千円×世帯主以外の被保険者数）を超えない世帯の被

保険者 

均等割の２割

軽減  

世帯主と被保険者の総所得金額等が(基礎控除額３３万円＋

３５万円×世帯の被保険者数）を超えない世帯の被保険者 

   ※ 公的年金等に係る所得については、総所得金額等から１５万円が特別控除

されます。 

   ※ ８．５割軽減については、７割軽減対象者を平成２１年度については、８．

５割軽減するものです。 

 

  ○被保険者所得割額の軽減 

  ・ 所得割額を負担する方のうち、基礎控除(３３万円)後の総所得金額等が５８

万円以下の被保険者の方の所得割額を一律に５割軽減します。 

 

（２）被扶養者だった方に対する軽減 

  ・ 長寿医療制度加入の直前に、健康保険組合、共済組合、船員保険など被用者

保険の被扶養者だった方は、制度加入の月から２年間、保険料の所得割が賦課

せず、均等割額が５割軽減します。また、平成２２年３月までは、保険料の均

等割額のみ賦課され、これを９割軽減します。 
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３ 被保険者証年度更新について 

 

（１）更新後の被保険者証（次ページ参照） 

①交付年月日      平成２１年８月 １日 

②有 効 期 限    平成２２年７月３１日 

③被保険者証の地の色彩 あずき色 

④表示文字の一部拡大(一括更新分) 

 氏  名     ８Ｐから１１Ｐへ拡大 

    一部負担金の割合 ８Ｐから１０Ｐへ拡大 

 

（２）交付数 

   市町村へ送付した数   ５１６，６５０人 

 

（３）発送予定等 

①発送等予定期日 

   平成２１年７月８日     各市町村へ被保険者証等封入し納品 

   平成２１年７月８日～１８日 被保険者証等の抜き差し等を行い市町村

ごとに発送処理（郵便局へ持ち込み等） 

 

②発送郵便種別   

簡易書留（転送可） 

 

③封筒に封入される書類 

    ・ 被保険者証 

    ・ 案内文（別紙参照） 

    ・ パンフレット 

    ・ 被保険者証カバー（透明なポリプロピレン製、広域連合名入り） 

   

 以下は対象者に応じて封入 

    ・ 基準収入額適用申請書及び関連書類 

    ・ 限度額適用・標準負担額認定申請書及び関連書類 
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４ 保健事業について 
 

（１） 健康診査について 

 

ア 目的 

被保険者の健康の保持・増進を図るため、糖尿病等の生活習慣病を早

期発見するための健康診査を実施するもの。 

 

イ 実施主体 
広域連合が市町村へ全部委託し実施する。 

 

ウ 健診の内容 

健診項目について、平成２０年度、平成２１年度は特定健診の項目の

うち基本項目を実施する。（別紙参照） 

実施方式は、医療機関で一般外来と同様に行なう個別方式、日時・場

所を指定して行う集団方式及び両方式の併用の三方式からなり、市町村

により方式を選択して実施する。 

健診単価は、個別方式８，６９４円、集団方式７，４３８円とし、各

単価を広域連合と市町村との委託契約の上限額として、市町村ごとに設

定している。受診者本人の自己負担額は無料である。 

 

エ 受診率（平成２０年度） 

  約２５％（速報値） 

（保険料を算定した際の受診見込率は３１．７％） 

 

※ 受診率・・・平成２０年４月１日現在の被保険者数のうち、健康   

      診査を受診した被保険者数の割合。 

  

オ 今年度の取り組みについて 

①受診率の向上等 

   市町村へ健康診査実施状況の調査を行い、その結果を踏まえ、今後の受診

率向上の方策を市町村等と協議してまいります。また、市町村広報紙等で受

診率向上のための啓発を行ないます。 

 

②追加項目の実施 
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平成２０年、平成２１年度の健康診査について、特定健診の項目のうち、

基本項目のみ（前記「ウ健診の内容」参照）を実施してきたところである

が、国の考えが改まり、前年度の健康診査の結果の状況や医師が必要と判

断される場合には、追加項目（貧血検査，心電図検査，眼底検査）を実施

することとなった。 

当広域連合では、平成２２年度より現在実施している必須項目に加え、

追加項目を実施する予定です。今後市町村の状況を確認の上、事業内容や

実施方式を検討して実施してまいります。（別紙参照） 

 

（２） 長寿健康づくり訪問指導事業について 

 

ア 目的 

   被保険者の健康の保持・増進を図ることを目的として、広域連合保健師等

が主に生活習慣病や重複・頻回受診の医療費データ等により家庭訪問・面接

等を行ない、健康管理など生活指導等を実施するもの。 

 

イ 実施主体 

  広域連合が実施主体となり、県内市町村から鋸南町をモデル自治体として

選定し、試行的に実施している。 

 

ウ 現在の事業実施状況 

①対象者の選定 

  訪問を実施するにあたり、レセプト資料等を参考に、主に生活習慣病の

おそれのある方や重複・頻回受診者等について、訪問対象候補者として複

数名を選定し、その中から鋸南町と協議し、健康教室等へ参加をしていな

い被保険者を中心に訪問対象者として優先的に選定した。 

 

②訪問指導事業の状況  

  これまでの訪問指導の状況は、訪問対象者数９名、訪問者数６名である。

地区医師会に事業実施について説明に伺い、御了承を得た。現在、１回目

の訪問指導を終了した。今後も指導を必要とする被保険者に対して、継続

的に訪問指導をおこなっていく予定です。なお，指導に際し主治医との連

携を図りながら、事業を進めてまいります。 
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エ 今年度の取り組みについて 

 現在、試行的に行なっている訪問指導モデル事業について訪問指導の件

数を増やし、ノウハウの蓄積を図るともに、訪問指導実施結果データを分

析し、以降の訪問指導等の成果向上に反映させる。 

 今後の訪問指導につきましては、現在の取組みをもとに県内の実情を把

握した上で、都市部や各地域等の特性にあった事業のあり方を検討してま

いります。 

 

（３） 健康づくり事業について 

    被保険者が健康に生活を送れるよう、健康づくりに関する事業を実施し

てまいります。 

    今年度、パンフレットの作成・配布等の啓発事業を進めるとともに、

市町村の健康づくり関連事業の調査を実施し、その結果を踏まえつつ、

市町村等と連携しながら、本県としての健康づくり事業の実施内容につ

いて検討してまいります。 
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別紙 

１．現在、実施している健診項目（特定健診の基本項目） 
   （※空腹時血糖、ヘモグロビンＡ1ｃはいずれかを実施するものとする。） 

健診項目区分 

問診 

身長 

体重 

肥満度・標準体重 

理学的所見（身体診察） 

診察 

血圧 

中性脂肪 

ＨＤＬ－コレステロール 脂質 

ＬＤＬ－コレステロール 

ＡＳＴ（ＧＯＴ） 

ＡＬＴ（ＧＰＴ） 肝機能 

γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ） 

空腹時血糖※ 

ヘモグロビンＡ１ｃ※ 代謝系 

尿糖・半定量 

尿・腎機能 尿蛋白・半定量 

     

２.平成２２年度より実施予定の健診項目（追加項目） 

次の表の基準に該当する者で、かつ、医師が個別に必要と判断した場合

に行なうもの 

追加項目 実施できる条件（判断基準） 

貧血検査（ヘマトクリ

ット値、血色素量及び

赤血球数の測定） 

貧血の既往歴を有する又は視診等で貧血が疑われる者 

心電図検査（１２誘導

心電図） 

眼底検査 

 

 

 

 

 

 

前年度の健康診査の結果等において、血糖、脂質及び血圧

の全てについて、次の基準に該当した者 

血糖  空腹時血糖値が 100ｍg/dl 以上，またはﾍﾓｸﾞ

ﾛﾋﾞﾝＡ1ｃが 5.2％以上 

脂質 中性脂肪の量が 150ｍg/dl 以上，または HDL

コレステロールの量が 40ｍg/dl 未満 

血圧 収縮期 130ｍg/dl 以上，または拡張期 85ｍ

g/dl 以上 
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５ 広報計画について 

 

１ 広報の基本方針 

   長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の適正かつ円滑な運営に資するため、市町

村と十分連携を図り、多様な機会を活用して広報活動を実施する。また、広報の対

象者(後期高齢者)の目線に立ち、分かりやすい広報に努める。 

 

 

２ 平成２１年度 広報活動計画 

 

（1）広域連合 

ア パンフレット等の作成 

(ア)制度解説パンフレット等の作成  

     ・国(７月頃予定)からのリーフレットを必要に応じて増刷する。 

・窓口等用に、「保険料について」等のリーフレットを作成する。 

・研修会等用に活用できる２２年度版「制度解説パンフレット」を作成する。 

      

   (イ)同封小冊子の作成  

被保険者に、被保険者証を送付する際に同封する制度説明用小冊子を引き

続き作成する。 

 

イ 被保険者証更新のポスター作成 

       後期高齢者医療被保険者証(保険証)の更新ポスターを、７月３日に全医療

機関及び市町村担当課へ配布済。 

 

ウ 広報紙の発行 

       後期高齢者医療制度や広域連合の行政情報等について掲載し、原則として

広域連合定例会(１０月、２月)及び臨時会の翌月に発行する。 

  ※配布については、市町村担当課宛に送付するので、地域の実情に応じ、各世帯・

被保険者に行き渡るよう、あらゆる手段で配布をお願いしたい。ただし、大幅な制

度改正や保険料改定の周知については、市町村の意見を聞きつつ補正を組んで全戸

配布等の対応を図ってまいりたい。 

 

エ ホームページによる情報提供 

      ＨＰの特性である速報性を活かし、被保険者や市町村等に制度関連情報及

び広域連合の行政情報を随時提供する。また、広域連合ＨＰを見やすく検索し

やすいもの(文字の大きさや色づかい等)にリニューアルする。 
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  オ 説明会等の開催 

       受講者(構成員)が市町村の行政区を越える団体からの要請等により、制度

の説明・周知を図る。 

 

 

 

（2）市町村 

ア 賦課決定通知書へのチラシ同封 

   平成２１年度に均等割が引き続き８．５割軽減となる保険料軽減措置につ

いて、及び保険料の支払い方法についてのチラシの同封をお願いした。 

  ※決定通知書一斉送付等に係る経費については、「賦課徴収帳票作成等業務委 

託(資格保険料課担当)」に基づき広域連合予算から市町村へ支出する。 

 

イ 広報紙への掲載 

平成２１年度の保険料軽減措置や保険料の支払い方法など制度等の周知に

ついて、適宜、適切なタイミングで掲載をお願いした。 

     

ウ ホームページによる情報提供 

    広報紙への掲載にあわせ、適宜、適切なタイミングで市町村ＨＰによる情

報提供をお願いした。 

 

エ 説明会等の開催 

出前講座(自治会、町内会、老人クラブ等)等の開催により、制度等の周知

をお願いした。 
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